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内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 次長 

内閣府 地方創生推進事務局 次長 

警察庁 交通局長 

こども家庭庁 成育局長 
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厚生労働省 政策統括官（総合政策担当） 

農林水産省 農村振興局長 

経済産業省 地域経済産業グループ長 

経済産業省 製造産業局長 

国土交通省 大臣官房公共交通政策審議官 

国土交通省 都市局長      

国土交通省 道路局長      

国土交通省 鉄道局長      

国土交通省 物流・自動車局長 

観光庁 次長 

環境省 総合環境政策統括官 
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地域の公共交通リ・デザイン連携・協働指針 

 

 

地域公共交通は、住民の豊かな暮らしの実現や地域の社会経済活動に不可欠な社会基盤で

あるが、人口減少等による輸送需要の減少、また、近年の担い手不足の深刻化によって大変厳

しい状況に置かれている。特に地方部においては、これまでのように公共交通事業者の自助努

力のみに委ねていては、将来にわたって輸送サービスを維持・確保していくことは困難となっ

ている。 

一方、移動の担い手不足の課題は、地域公共交通のみならず、各地域における学校や病院、

介護施設等の送迎においても深刻な課題となっている。特に、人口減少等を背景に、地方部を

中心として、これら施設の統廃合の動きが本格化しており、児童生徒、患者、高齢者等といっ

た、いわゆる交通弱者が、より遠距離の移動を日々強いられる事態が全国各地で生じている。 

各地域で深刻化しているこのような移動手段の維持・確保に係る課題に対し、公共交通事業

者、学校、病院、介護施設等の各主体が個別に対応することには限界があり、根本的な解決に

もつながらないことから、住民の理解・参加も得ながら、地方公共団体を中心として、多様な

関係者が本格的に連携・協働して対応していくことが必要となる。 

このような考え方は、昨年の地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律

第 59号。以下「地域交通法」という。）の一部改正において、同法の目的規定に「地域の関係

者の連携と協働の推進」が盛り込まれ、また、国の努力義務として「関係者相互間の連携と協

働の促進」が規定されたところである。 

こうした流れを受け、昨年６月のデジタル田園都市国家構想実現会議において、岸田内閣総

理大臣から斉藤国土交通大臣に対し、「関係大臣と連携し、本会議の下に、交通のリ・デザイ

ンと地域の社会的課題解決を一体的に推進するための会議を設置する」よう指示があり、同年

９月、国土交通大臣を議長とする「地域の公共交通リ・デザイン実現会議」が設置され、６回

にわたる議論を重ね、本年５月、最終とりまとめがなされた。 

本指針は、同会議における議論・とりまとめを踏まえ、地域の移動手段の維持・確保に向け、

多様な関係者の連携・協働を具体の取組に結び付けていくに当たって、留意すべき基本的な事

項をまとめたものである。 

貴職におかれては、本指針を踏まえ、多様な関係者の連携・協働を通じ、地域の移動手段（地

域交通）の維持・確保、さらには、より利便性・生産性・持続可能性の高い姿への再構築（リ・

デザイン）に向け、格別の取り計らいをお願いする。 

 また、貴管内市町村及び関係団体に本指針を周知いただくとともに、市町村、関係団体等と

の連携を一層推進するようお願いしたい。 

 なお、分野毎の連携・協働の実施方策については、別途発出する指針・通知を参照されたい。 

 

 

記 
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１． 交通部局及び関連部局との連携の推進 

地域の移動手段の確保は、「誰もが、行きたいときに行きたいところへ行くことができ

る社会」の実現のために、また、住民の豊かな暮らしの実現や地域の社会経済活動にとっ

て、不可欠であるとの認識に立ち、各地域において、将来にわたり、利便性・生産性・持

続可能性の高い移動手段が確保されるよう、交通部局とともに、教育部局、子育て部局、

スポーツ・文化部局、介護・福祉部局、医療部局、農業部局、商工部局、観光部局、まち

づくり部局等のあらゆる関連部局が連携し、組織の総力を挙げてこの課題に対処するよう

お願いする。 

 また、地域における、あるべき地域交通ネットワークや移動手段の確保に向けた取組を

議論する場である、地域交通法に基づいて設置される法定協議会の構成員について、地域

の実情を踏まえつつ、より多角的な検討が可能となるよう、関連部局の参画をはじめ、よ

り広範な形を追求するようお願いする。 

 

２． 部局間の情報・データ共有の推進及び新技術・デジタル技術の活用 

あるべき地域交通ネットワークや移動手段の確保に向けた取組の検討及び具体化にあ

たっては、交通部局及び関連部局が、担当する制度・予算等の内容やそれらの運用に関す

る情報を相互に共有することが重要であり、その実施に努めるようお願いする。特に、各

部局のみならず、公共交通事業者をはじめとする様々な関係者が有する地域交通に関連す

るデータを相互に共有し活用することは重要であり、そのための基盤・仕組みづくりに努

めるようお願いする。 

また、ＡＩオンデマンド交通や自動運転をはじめ、地域交通に関連する新技術・デジタ

ル技術及びそのノウハウを、各部局が最大限に活用し、利便性・生産性・持続可能性の高

い地域交通の実現に努めるようお願いする。 

 

３． 自家用有償旅客運送の積極的な活用 

交通空白地で活用されている自家用有償旅客運送は、大幅に制度の見直しが行われたと

ころ、農業協同組合（ＪＡ）、商工会、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）、地域運営組織（Ｒ

ＭＯ）等の地域に根差した事業を展開している各組織を担当する部局におかれては、各組

織が運送主体に車両や運転手を提供することを含め、本制度の積極的な活用に努めるよう

お願いする。 

 

４． 地域の輸送資源の活用推進 

「地域にある輸送資源を徹底的に有効活用する」という考え方に立ち、各施設による送

迎をはじめとする、地域のあらゆる輸送資源について、本来の用途を妨げない範囲で地域

住民等の利用（混乗）や空き時間の車両活用を可能とすることや、地域公共交通の再評価・

利活用を推進することについて、前向きな検討に努めるようお願いする。 

- 4 -



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム
の取組状況等

令和７年３月19日

資料１
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国土交通省「交通空白」解消本部について

五 地方を守る （地方創生）
「地方こそ成⾧の主役」です。地方創生をめぐる、これまでの成果と反省を活かし、地方創生
2.0として再起動させます。
～略～
地域交通は地方創生の基盤です。全国で「交通空白」の解消に向け、移動の足
の確保を強力に進めます。

石破内閣総理大臣所信表明演説
（令和６年10月４日・抜粋）

公共ライドシェア 日本版ライドシェア 乗合タクシー 許可・登録を要しない輸送

① 「地域の足対策」と「観光の足対策」
○ 地域の足対策

全国の自治体において、タクシー、乗合タクシー、日本版ライドシェア、公共ライドシェア等（以下、タクシー等という）を地域住民が利用できる状態を目指す。
○ 観光の足対策

主要交通結節点（主要駅、空港等）において、タクシー等を来訪者が利用できる状態を目指す。
② 「公共ライドシェア」や「日本版ライドシェア」のバージョンアップと全国普及

取組内容

開催状況
第１回「交通空白」解消本部R6.7.17
第１回「交通空白」解消本部 幹事会R6.8.7
第２回「交通空白」解消本部R6.9.4
第２回「交通空白」解消本部 幹事会R6.10.30
第３回「交通空白」解消本部
第３回「交通空白」解消本部 幹事会

R6.12.11
R7. ２.25

R6.11.25 「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム立ち上げ（第１回会合）
都道府県や交通関係者のほか、商業・農業、エネルギー、金融・保険、福祉、教育、観
光など多様な分野の関係者、また、大企業からスタートアップまで幅広い関係者が参画し、
発足時点で計167者が参画。
※同日より、市町村、交通事業者、パートナー企業等の公募を開始。

2

国土交通省「交通空白」解消本部（本部⾧:国土交通大臣）

「交通空白」解消のツール（例）

AIオンデマンド
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「交通空白」
解消本部

(R6年7月17日設置)

地方運輸局・運輸支局による
自治体、交通事業者への伴走支援

「交通空白」解消に向けた今後の対応

「交通空白」解消・
官民連携

プラットフォーム
(R6年11月25日発足)

解消本部と官民連携プラットフォームを両輪として、
「交通空白」の解消に向けた取り組みを強力に推進

お困りごとを抱える自治体、交通事業者と、
幅広い分野の企業・団体群の連携・協働体制

浸透したツールをもとに、全国各地の「交通空白」の一つ一つの解消に向けて、
令和７年度～９年度を「交通空白解消・集中対策期間」※として対策を強化。

※令和７年度中にできるだけ多くの各地での取組を実現に結び付け、
遅くとも令和９年度までに「交通空白」解消の取組に一定の目途をつける

7

:全自治体における個々の交通空白をリストアップ年明け～
:３カ年の「取組方針」を策定、国による総合的な後押し令和７年５月頃

「地域の足」「観光の足」確保により、地方創生を実現

今後の取組

R6/11/25 第１回会合
（約500名が参加）

首⾧への訪問
（鳥取県米子市）

都道府県との連携
（奈良県主催の勉強会）

交通事業者への働きかけ
（山口県タクシー協会）

民間の技術・サービスの導入
（官民連携プラットフォーム）

運輸局・運輸支局による伴走支援
（他地区展開など）

立ち上げに対する財政支援

★プラットフォーム会員（R7.3.14時点）計1024者
①639市町村・47都道府県、②交通関係97団体
③57団体、④パートナー企業184
→ 今後も随時募集予定

603 の首⾧への訪問 26 の都道府県との連携 1318 の交通事業者への働きかけ
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「交通空白」解消・官民連携プラットフォームの発足 （令和６年11月25日）

目的
「交通空白」に係るお困りごとを抱える自治体、交通事業者と、様々な資源を持つ幅広い分
野の企業・団体群の連携・協働体制を構築し、「交通空白」解消に向けて、「地域の足」・
「観光の足」を確保するため、実効性かつ持続可能性のある取組を全国規模で推進する。

1 2 3

プラットフォーム会員
〇 「交通空白」に係るお困りごとの解決に向け、幅広い分野の関係者との連携・協働に高い

意欲をもつ自治体や交通事業者
〇 全国各地の「交通空白」の解消に向け、自らが抱える人材・技術・サービス・ネットワー

クなどを活用した貢献に高い意欲を持つ企業または団体※ 等

第２回 国土交通省「交通空白」解消本部 大臣発言（令和６年9月4日） 抄
年内のできるだけ早い時期に、例えば配車アプリやデータ活用などの技術やサービスを有する企業など、交通空白の

解消に意欲と関心を持つ幅広い分野の民間企業などの参画を得て、官民連携プラットフォームを立ち上げてください。

主な取組
空白解消に向けた

ナレッジの共有
空白解消に向けた

パイロットプロジェクト
課題×ソリューションの

マッチング

交通空白にかかるナレッジの共有や、タク
シー、乗合タクシー、公共/日本版ライドシェ
ア等の活用促進に向けたセミナー等を実施

全国共通のお困りごとについて、全国規模で
の解決を目指し、自治体、参加企業等が連
携・協働して取り組む実証事業を展開

お困りごとを抱える自治体や交通事業者と、
技術、サービス等のソリューションを持つ
パートナー企業との連携・協働を後押し

9

※インバウンド、若者、女性、障がいをお持ちの方等の視点からの取組にも留意
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和６年度第１回公共交通勉強会
（自家用有償旅客運送の制度改正・自家用車活用事業）

神戸運輸監理部兵庫陸運部
輸送部門

令和６年７月２６日
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今日の内容

• 地域の公共交通リ・デザイン実現会議のとり
まとめについて（Ｒ６．５．１７）

• 自家用有償旅客運送（「公共ライドシェア」）の運用改善に
ついて（Ｒ６．４．２６ 他）

• 自家用車活用事業（「日本版ライドシェア」）について（Ｒ６．３．２９）

• 道路運送法の許可又は登録を要しない運送
に関するガイドラインについて（Ｒ６．３．１）

2
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地域の公共交通リ・デザイン実現会議 とりまとめ概要（Ｒ６．５．１７）
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自家用有償旅客運送制度（「公共ライドシェア」：道路運送法第７８条２号）の運用改善①
（R6.4.26 他)

道路運送法第７８条
自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。
２号 市町村、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その他国土交通省令で定め
る者が、次条の規定により地域住民又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の運送その他の国土交通省令で定める旅客の運送
（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。

5

R5.12.28見直し済
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6

自家用有償旅客運送制度（「公共ライドシェア」：道路運送法第７８条２号）の運用改善②
（R6.4.26 他)
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地域における移動手段の確保に向けて～自家用有償旅客運送の活用～

7
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自家用車活用事業（「日本版ライドシェア」：道路運送法第７８条３号） （Ｒ６．３．２９）

道路運送法第７８条
自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。
３号 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送の用に供する
とき。

R6.5.15交通政策審議会自動車分科会中間とりまとめ資料より
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水・金 0時台～3時台 100台
金・土 17時台～翌日5時台 510台

１時間に５ミリ以上の降水量が予想される場合も自家用車活
用事業の対象（R6.6.28追加)

不足車両数（R6.4.26公表）

R6.5～ この半分を配分し、順次許可

今後は、不足車両数を見直すタイミングで一定数を各社に配分する

神戸市域交通圏
（黄色で塗りつぶしたエリア）

金・土 16時台～翌日5時台
当該営業区域のタクシー車両数の5％

タクシー会社に実施意向がある場合のみなし不足車両数

神戸市域交通圏
以外のエリア

営業区域内の自治体が、特定の曜日及び時間帯に
おける不足車両数を兵庫陸運部へ申し出た場合は、
その内容を不足車両数とみなす。

または

まずは兵庫陸運部にご相談を
9

た
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の
市

自家用車活用事業（「日本版ライドシェア」：道路運送法第７８条３号） （Ｒ６．３．２９）
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「道路運送法の許可又は登録を要しない運送に関するガイドライン」について
（R6.3.1）
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①無償運送について

11
- 18 -



②宿泊施設＆介護施設の利用に付随する送迎
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③ツアー＆ガイドに付随する送迎
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④運送サービスの有無で施設の利用料金等に差を設ける場合の扱い
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⑤地縁団体が行う運送サービス
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国土交通省「交通空白」解消本部の設置について（R6.7.17)

16

- 23 -


